
業 務 名 業 務 概 要

方 式 等 業 務 場 所

契 約 年 月 日 履 行 期 間 令和6年8月16日 ～

契 約 金 額 ￥ （税込み）（￥ （税抜））

予 定 価 格 ￥ （税込み）（￥ （税抜））

選 定 理 由

令和6年8月15日

随　意　契　約　結　果　書

美保（６）施設最適化総合設計に係る
技術協力業務

公募型プロポーザル方式 鳥取県境港市

令和11年3月15日

美保外（６）施設最適化総合設計に対し施工者の観点から技術提案を行うもの
主な施設
【美保基地】
建替施設（建替後の施設）
・隊舎新設 4階建　約4,300㎡、隊舎新設　3階建　約2,700㎡、
体育館・プール新設　2階建　約1,800㎡、器材庫新設　1階建　約4,600㎡、
器材庫新設　1階建　約1,300㎡、庁舎新設　3階建　約2,700㎡※、
食厨新設　1階建　約1,300㎡、仮設隊舎　3階建　約3,200㎡
・上記以外の1,000㎡未満の建物　　計33棟、計約3,400㎡
改修施設
・庁舎改修　2階建　約2,000㎡、隊舎改修　3階建　約2,000㎡、
隊舎改修　5階建　約3,400㎡、格納庫改修　1階建　約4,200㎡、
器材庫改修　2階建　約5,500㎡、格納庫改修　3階建　約11,000㎡、
整備場改修　1階建　約1,500㎡、整備場改修　2階建　約4,300㎡、
格納庫改修　1階建　約6,600㎡、車庫改修　1階建　約1,000㎡、
器材庫改修　1階建　約1,600㎡、倉庫改修　1階建　約1,200㎡、
庁舎改修　3階建　約2,500㎡、整備場改修　1階建　約2,100㎡、
倉庫改修　1階建　約4,800㎡
・上記以外の1,000㎡未満の建物　　計85棟、計約11,000㎡
仮設一式、建物付帯一式、解体工事一式、基地内幹線ユーティリティ一式
注１）※印は、特段の情報保全の措置を必要とする施設であり、同措置を講じ
ることを条件とする業務の追加について、技術協力業務の契約を締結した後
に受注者と協議を行うものである。
注２）令和６年度に工事契約を予定している施設はない。
注３）各施設の面積は延床面積

契約の相手方

名 称 等
美保（６）施設最適化総合設計に係る技術協力業務対象工事

奥村組・美保テクノス・井⽊組・⼤松建設最適化事業建設共同企業体

住 所 広島市中区国泰寺町一丁目７番２２号

法人番号 （株）奥村組：7120001004931、美保テクノス（株）：3270001003600、（株）井木組：5270001004943、大松建設（株）：9270001003371

会計法第二十九条の三　第４項より、契約の性質又は目的が競争を許さないため

28,897,000

28,897,000

26,270,000

26,270,000



随意契約結果及び契約の内容 
 

業 務 の 名 称  美保（６）施設最適化総合設計に係る技術協力業務 
業 務 概 要 美保外（６）施設最適化総合設計に対し施工者の観点から技術提案を行

うもの 
主な施設 
【美保基地】 
建替施設（建替後の施設） 
・隊舎新設 4階建 約4,300㎡、隊舎新設 3階建 約2,700㎡、 

体育館・プール新設 2階建 約1,800㎡、 
器材庫新設 1階建 約4,600㎡、 
器材庫新設 1階建 約1,300㎡、庁舎新設 3階建 約2,700㎡※、 

 食厨新設 1階建 約1,300㎡、仮設隊舎 3階建 約3,200㎡ 
・上記以外の1,000㎡未満の建物  計33棟、計約3,400㎡ 
改修施設 
・庁舎改修 2階建 約2,000㎡、隊舎改修 3階建 約2,000㎡、 

隊舎改修 5階建 約3,400㎡、格納庫改修 1階建 約4,200㎡、 
器材庫改修 2階建 約5,500㎡、格納庫改修 3階建 約11,000㎡、 
整備場改修 1階建 約1,500㎡、整備場改修 2階建 約4,300㎡、 
格納庫改修 1階建 約6,600㎡、車庫改修 1階建 約1,000㎡、 
器材庫改修 1階建 約1,600㎡、倉庫改修 1階建 約1,200㎡、 
庁舎改修 3階建 約2,500㎡、整備場改修 1階建 約2,100㎡、 
倉庫改修 1階建 約4,800㎡ 

・上記以外の1,000㎡未満の建物  計85棟、計約11,000㎡ 
仮設一式、建物付帯一式、解体工事一式、 
基地内幹線ユーティリティ一式 

注１）※印は、特段の情報保全の措置を必要とする施設であり、同措置
を講じることを条件とする業務の追加について、技術協力業務の契約
を締結した後に受注者と協議を行うものである。 

注２）令和６年度に工事契約を予定している施設はない。 
注３）各施設の面積は延床面積 

契約担当官等の
氏名並びにその
所属する部局の
名称及び所在地 

 
支出負担行為担当官 中国四国防衛局長 田實 博幸 
広島県広島市中区上八丁堀６－３０ 

契 約 年 月 日 令和６年８月１５日 
契 約 業 者 名  美保（６）施設最適化総合設計に係る技術協力業務対象工事 

奥村組・美保テクノス・井木組・大松建設最適化事業建設共同企業体 
契約業者の住所 広島市中区国泰寺町一丁目７番２２号 
契 約 金 額 ２８，８９７，０００円（税込み） 
予 定 価 格 ２８，８９７，０００円（税込み） 
随意契約による
こととした理由 

本事業は、当該基地において、複数の施設を集中的に実施していく大型
事業であるとともに、その実施に当たっては、自衛隊の運用に支障をきた
さない施工計画、仮設計画等が必要となるなど、発注者が最適な仕様を設
定できない工事である。このような工事を着実に実施していくためには、
仕様の前提となる条件を確定できない早期の段階から、仮設計画や施工を



念頭に置いた技術的な知見・ノウハウを設計に反映することが必要であ
る。このため、設計段階から施工者が設計に関与し、施工者の技術を設計
に取り入れる技術提案・交渉方式（技術協力・施工タイプ）を採用し、技
術提案を求めた。 

選定に当たっては、「技術協力業務の実施に関する提案」、主たる事業課
題に関する提案として「効率的かつ効果的な工事進捗に関する提案」及び
「コスト抑制を意識した課題と対応策に関する提案」並びに不測の事態の
想定、対応力に関する提案として「大規模工事を実施することに伴う周辺
地域への影響と対応策に関する提案」について技術提案を審査した結果、
事業目的の達成のために総合的に最も評価の高い技術提案を行った「美保
（６）施設最適化総合設計に係る技術協力業務対象工事奥村組・美保テク
ノス・井木組・大松建設最適化事業建設共同企業体」を優先交渉権者とし
て選定したものである。 

本業務は、工事に先立ち技術提案を反映した設計を実施するための技術
協力業務であり、技術提案者である「美保（６）施設最適化総合設計に係
る技術協力業務対象工事奥村組・美保テクノス・井木組・大松建設最適化
事業建設共同企業体」が、本業務を履行することが可能な唯一の者である。 

よって、会計法第２９条の３第４項及び予算決算及び会計令第１０２条
の４第 3 号の規定に基づき随意契約を行うものである。 

業 務 場 所 鳥取県境港市 
業 種 区 分 建築関係建設コンサルタント業務 
履行期間（自） 令和６年 8 月１６日 
履行期間（至） 令和１１年３月１５日 
備  考  

 



技術提案書の提出者選定結果書

１　業務の名称：美保（６）施設最適化総合設計に係る技術協力業務

２　手続開始の公示日：令和６年４月１日

３　選定通知日：令和６年５月１３日

４　参加表明書提出者及び資格の有無等

参加表明書提出者名 資格の有無 資格がないと認めた理由

美保（６）施設最適化総合設計に係る技
術協力業務対象工事　大成建設・平田
組・舩越建設 最適化事業建設共同企業
体

有

美保（６）施設最適化総合設計に係る技
術協力業務対象工事　東急建設・こおげ
建設・金田工務店　最適化事業建設共同
企業体

有

美保（６）施設最適化総合設計に係る技
術協力業務対象工事　奥村組・美保テク
ノス・井木組・大松建設　最適化事業建
設共同企業体

有

美保（６）施設最適化総合設計に係る技
術協力業務対象工事　鴻池組・大協組・
岡田電工　最適化事業建設共同企業体

有



評価点の内訳

件名：美保（６）施設最適化総合設計に係る技術協力業務

選定

選定・非選定
技術協力業務
に関する提案

主たる事業課
題に関する提
案

不測の事態の
想定、対応力に
関する提案

地域貢献度 合計
交渉権者選定
順位

配点 20 90 30 20 160

選定 13.99 48.00 19.99 20.00 101.98 2

選定 12.66 42.00 19.99 20.00 94.65 3

選定 16.00 54.00 24.00 20.00 114.00 1

選定 10.66 36.00 16.66 20.00 83.32 4

美保（６）施設最適化総合設計
に係る技術協力業務対象工事
鴻池組・大協組・岡田電工最適
化事業建設共同企業体

美保（６）施設最適化総合設計
に係る技術協力業務対象工事
大成建設・平田組・舩越建設最
適化事業建設共同企業体

美保（６）施設最適化総合設計
に係る技術協力業務対象工事
東急建設・こおげ建設・金田工
務店最適化事業建設共同企業
体

備    考
業　　者　　名

（商号又は名称等）

特定

美保（６）施設最適化総合設計
に係る技術協力業務対象工事
奥村組・美保テクノス・井木組・
大松建設最適化事業建設共同
企業体


